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世界で最初に飢えるのは日本か？ 

日本が先進国で最初に飢えるリスクがあると指摘さ

れている背景には、農業従事者の高齢化と株式会社

等の組織化の遅れが関係しています。これらの問題

点を説明してください。また、この 2 つの要因に絞

って、ステップバイステップで解決方法について説

明してください。 

●概要 

日本の農業が直面している主な問題点は、農業従事

者の高齢化と組織化の遅れです。これらは、食料自

給率の低下や耕作放棄地の増加につながり、将来的

に食糧供給に影響を及ぼすリスクがあります。 

1)農業従事者の高齢化: 

- 日本の農業従事者の平均年齢は上昇傾向にあり、

新規就農者の数が減少しています¹。 

- 高齢化により、農業を継続できる人材が不足し、

耕作放棄地が増えています。 

2)組織化の遅れ: 

- 農業経営の多くが個人または家族経営であり、効

率的な経営や技術革新が進みにくい状況です。 

- 組織化が進めば、資源の共有や大規模な投資が可

能になり、生産性の向上が期待できます。 

 

1.解決方法: 

ステップ 1: 教育と支援の強化 

- 新規就農者に対する研修プログラムの充実。 

- 農業に関する知識や技術を学べる機会を提供し、

若者の農業への関心を高める。 

ステップ 2: 農業の魅力向上 

- 農業のイメージ改善と、農業が持続可能なキャリ

アであることを広く PR。 

- 農業の多様性と革新性を強調し、新たな価値創造

を促進。 

ステップ 3: 経営の効率化 

- 農地の集約化や大規模化を推進し、生産性の向上

を図る。 

- スマート農業の導入による省力化と効率化。 

ステップ 4: 組織化の推進 

- 農業経営の法人化を支援し、経営資源の集約や専

門性の向上を図る。 

- 農業協同組合などの組織を通じて、小規模農家の

競争力を強化。 
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これらのステップを踏むことで、日本の農業は持続

可能な未来へと進むことができるでしょう。ただし、

これらの取り組みは時間がかかるため、長期的な視

点での政策と支援が必要です。 

 

2.反論 

提示された解決方法には一定の合理性がありますが、

いくつか反論の余地があります。 

 

教育と支援の強化 新規就農者への研修は重要ですが、

単に知識や技術を学ぶだけでは不十分です。実際の

農業経営には多くの困難が伴うため、経営ノウハウ

や資金調達支援なども必要不可欠です。 

農業の魅力向上 PR だけでは限界があります。本質

的な課題である過酷な労働環境や不安定な収入を改

善しない限り、若者の関心を持続的に高めることは

難しいでしょう。 

経営の効率化 農地の大規模化は生産性向上に一定の

効果がありますが、地域の実情に合わない場合も多

く、小規模農家の存続が困難になる可能性がありま

す。スマート農業も初期投資が大きく、全ての農家

が導入できるわけではありません。 

組織化の推進 法人化や組合組織は重要ですが、これ

らは自主的な取り組みが前提となります。行政の支

援だけでは限界があり、農家自身の意識改革が不可

欠です。 

 

総じて、提案された施策はある程度の効果が期待で

きますが、日本農業の抱える構造的な課題を根本的

に解決するには至らない可能性があります。農業従

事者の高齢化や後継者不足、輸入農産物との競争力

の問題など、より包括的なアプローチが必要不可欠

だと考えられます。 

 

3.さらなる解決方法 

 

ご指摘の通り、日本の農業が直面している問題は多

岐にわたり、提案された施策だけでは根本的な解決

には至らないかもしれません。以下に、より包括的

なアプローチを含む追加の解決策をいくつか提案し

ます。 

1. 教育と支援の拡充 

新規就農者への研修に加えて、実際の農業経営を体

験できるインターンシッププログラムを提供する。 
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経営ノウハウや資金調達に関する専門家による個別

コンサルティングを行う。 

2. 労働環境の改善 

労働時間の短縮や休暇制度の導入を通じて、労働環

境を改善する。 

収入保証制度や価格安定基金を設け、収入の不安定

性を軽減する。 

3. 技術革新と普及 

スマート農業の初期投資を支援する補助金制度を設

ける。 

小規模農家でも導入しやすい低コストの技術開発に

投資する。 

4. 組織化の促進 

農家が自主的に組織化を進められるよう、法的・財

政的なインセンティブを提供する。 

農業協同組合の機能強化を図り、農家の経営支援を

充実させる。 

5. 国際競争力の強化 

高品質な日本産農産物のブランド化を推進し、輸出

市場を拡大する。 

農産物の生産性向上を目指し、国際基準に適合した

生産プロセスの確立を図る。 

6. 地域社会との連携 

地域の企業や教育機関と連携し、農業体験の機会を

提供する。 

地域住民が農業に参加できるコミュニティファーム

の設立を支援する。 

 

これらの施策は、農業従事者の高齢化や後継者不足、

輸入農産物との競争力の問題に対して、より実効性

のあるアプローチを提供することができるでしょう。

ただし、これらの施策の実施には、関係者間の協力

と持続的な取り組みが必要です。また、地域の実情

に応じた柔軟な対応が求められることも忘れてはな

りません 

 


